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論文内容の要旨

く研究の目的>

急速な医学技術の進歩，疾病構造の変化とともに，医療全体のなかで病院医療の占める比重がたか

まり，なかでも公的病院の役割が重視されつつある。ところが，公的病院の現状をみるに，その経営

は危機に頻し，技術職員は不足し，器械・設備の更新も進まぬため，医療を施す側にも，受ける患者

の側にも顕在，潜在の不満が累積している。そして，企業としての病院経営を合理化し，当面する危

機を脱する方策が論議されている。

このような経営面への関心のたかまりに比して，医療機関としての病院機能を客観的に評価し，現

実の病院医療の内容に検討を加えようとする努力は著しくおくれている O 経営の窮迫が病院医療にど

のような影響を与えているのか，また採算のためのやり方が医療内容にどのような影響を及ぼしてい

るかを明らかにする報告は殆んど行なわれていない。医師を中心とする医療担当者が，説得力をもっ

て医療制度の改善を主張するためには，そのような観点からの批判を将来の病院のあり方にてらして

行なうことが不可欠である。

本研究は，大阪府下の公的病院の実態を調べて公的病院の経営状態と診療態勢との相関を明らかに

し，今後の病院医療を進展させるうえでの問題点を論じようとするものである白

<研究方法>

大阪府下の公的性格を有する一般病院55，結核療養所 g ，計64病院を対象として調査を行なった。

予備的な調査(昭和 38 年 2 月 --4 月)に対する応諾は 42.2 労，これらの病院についてさらに個々の

病院の保存資料，府下公立病院長会議その他の既存資料をも加えて検討を行なった。

<研究成績>

I 経営危機の実態



1. 昭和36年度には公立病院〈自治体立)の80%が赤字経営に陥り，昭和 37 年度には100%が赤字

となった口公的(公的団体立であって自治体立でない)病院は赤字であってもその程度は軽度で

ある D とくに 200 床未満の中小規模の病院は，公立の場合大きな赤字を出しているが，その他の

公的病院では黒字か軽度の赤字にとどまっている D 経営収支の年次推移をみるに，保険診療報酬

引上げの影響を思わせる若干の変動はあるが，大勢としては年々悪化していることが明らかであ

る口

2. 職員 1 人当り年間労務費は，昭和35年以来急増しているが，公的病院ではつねに公立病院より

低額である。年々の経営収支の悪化は，労務費，経費，材料費の上昇に，診療収入の上昇がおく

れていることによる。

3. その矛盾解決の道のーっとして，差額徴収病床によって収入を増やそうとする傾向がつよまっ

ており，公立病院ですら半数の病院が総病床の50%以上を差額病床としている口

E 経営状態と診療態勢

1. 営業的収入に対し営業的支出が20%以上うわまわっている病院と黒字病院とでは，医療法定員

に対する医師・看護婦の充足率に明らかな差があり，黒字病院で不充足が著しい口

2. 看護職員の資格別内訳をみるに，年々看護婦の比率が減じ准看護婦におきかえられつつある

が，黒字病院では赤字病院にくらべ准看護婦の占める比率が高い。

3. 医師・看護婦の年間転退職率は公的病院でとくに高く，看護婦では40%に近い白黒字病院での

待遇，労働条件の悪さを反映しているとみなされる口

4. 一方，赤字公立病院でも経営困難な中小規模の場合は，医師・看護婦の医療法定員に対する充

足率が低く，業務量が大きく，その転退職率も比較的高い。

5. 医療器械購入費から医療器械・設備の吏新・充実状況をみるに，公立赤字病院では年間営業的

支出の 1%程度にすぎず，医学技術の進歩をとり入れるのに支障をきたしていることがうかがえ

る。

<総括>

1. 公的病院の経営状態は年々悪化しており， とくに公立病院で著しい。 これは不可避的な労務

費，経費，材料費の増大に，保険診療報酬の上昇が追いついていないためである。

2. 公的病院では採算の面からは公立病院ほど困難な状況にはないが，これは 1 人当り労務費の低

さ，医師・看護婦の不充足，正規看護婦のしめる率の小さいことなどによる労務費の軽減に負う

ところが大きい。このことは，医師・看護婦の移動率の高さとあいまって診療の質に悪影響を及

ぼしていると考えられる。

3. 経常収支で大きな赤字を出している場合，必然的に医療設備の改善が制約され，地域医療の中

核たるべき公立病院が，医学技術の進歩に応ずる医療の質を保持することを困難にしている。

4. 以上の事実から，現在の条件のもとで公的病院に独立採算を要求することが，病院医療の内容

に悪影響を及ぼすことは明らかであれ保険診療報酬の是正に加えて，公的な財源を確保し地域

医療の需要に応えうる診療態勢を保障することが緊要であるo

5. そのためには，現実に行なわれている病院医療の質を医学的に評価し，人員，設備など診療態

-116 ー



勢の必要基準や，他の医療機関との連けいのあり方を追究する研究がさらに進められ，医療担当者自

身の手によって今後の病院医療計画が主唱されねばならない。

論文の審査結果の要旨

わが国の病院医療は多くの矛盾をかかえており，その現状を打開し，将来を構想するためには，現

行制度を根本的に再検討する必要に迫られている。このような現実の要請にたいして，経営面から病

院，とくに公的病院の窮状を指摘する研究はこれまでも行なわれてきた。しかし，医療機関としての

機能の面から現在の病院を批判し，医師にのみ可能な問題提起を行ないうる研究は著しく不充分であ

った。このことは，わが国の医療制度研究の大きな欠陥といわねばならない口

著者は，大阪府下の公的病院の実態調査から，公的病院のおかれている困難な状況を経営収支の面

から明らかにし，次にそのような経営状態によって影響をうけている病院医療内容を，スタップィ γ

グを中心とした診療態勢の実態から分析している o とくに経営黒字の公的病院であっても，医療機関

としての機能の面からみれば重大な問題点が存在していることを指摘し，公的病院に独立採算を要求

することがその診療の質を低め，公共性をそこなう危険のあることを強調しているo そして最後に，

医療制度全般との関連のうえで今後の公的病院の財政，組織のあり方を論じ，この問題を追求するこ

とが結局は，医療を行なう主体の財政的，組織的一元化を促す必然性をもっていることを指摘してい

る。

要するに本研究は，従来の医療制度研究の欠陥を補って，病院制度に関する実証的研究を行なった

ものとして貴重であれ今後の医療制度論に貢献するところ大なるものがあると認められる。
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